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　消費税増税は中小業者の事業存続を脅かす～営業動向調査結果より～


デフレ下での13兆5000億円もの大増税は、経済の6割を占める個人消費、雇用の7割を支える中小企業・中小業者に大打撃を与え、経済をどん底に突き落とすとの批判が高まっています。


全商連附属中小商工業研究所が実施した2012年上期営業動向調査（調査期間2月20日～3月19日。モニター1536人。有効回答率45.2%）でも、増税は転嫁を一層困難にし、事業の存続にかかわる重大な事態を引き起こすことが明らかになりました。今回の特徴は「消費税の特別調査」で現在の転嫁状況や10％に増税された場合の影響について回答を求めたことです。


　「最近の取引の消費税の転嫁状況」では、「きちんと売上・単価に転嫁できている」が43.6%。これに対し「一部しか転嫁できていない」が36.4％、「ほぼ転嫁できていない」が9.7%、「全く転嫁できていない」が10.3%で、完全に転嫁できていない中小業者は56.4%に上りました。


また、「消費税が10％になった場合の転嫁」について、「きちんと転嫁できると思う」との回答は個人事業者で21.3%、法人で39.9%。「一部しか転嫁できないと思う」は個人事業者で44.１%、法人で41.8%。「ほぼ転嫁できない」は個人事業者で19.7%、法人で15.4%。「全く転嫁できない」は個人事業者で14.9%、法人で2.9％と答え、税率アップにより転嫁が一層困難になることが予測されています（下図）。



































事業規模が小さいほど転嫁が難しくなっており、業種別では飲食業やサービス業など競争の激しい業種で転嫁が難しくなっています。また、消費税５％の現在でも、「一括では払えず分納している」個人事業者は10.2%、法人は18.3%。「分納も出来ず滞納」している個人事業者は0.2%、法人は1.4%がいることも明らかになっています。さらに増税による「商売への影響」は、「利益が減る」が32.7%、「売上が減る」が31.8%、「売上が大幅に減る」が16.7%の順に多く、「廃業を考えざるを得ない」という回答も13.4％ありました。


















































































































































